
評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

第三者評価結果 コメント

1

Ⅰ-１-（１）-①
理念、基本方針が明文化され周知が
図られている。 b

理念・基本方針は、自立支援局として整合性を持って統一さ
れており、法人の使命や目指す方向、考え方を読み取る事が
できる。又、ホームページに掲載され職員の行動規範となっ
ている。利用者へは入所時に重要事項説明書にて分り易く説
明し周知を図っているが、継続的な取組は行なわれていな
い。

2

Ⅰ-２-（１）-①
事業経営をとりまく環境と経営状況
が的確に把握・分析されている。 b

厚生省施設管理室より提示される資料を元に、コスト分析や
利用者の推移、利用率等の分析を行っているが、社会福祉事
業全体の動向や地域の各種福祉計画の策定動向と内容等は把
握されていない。

3

Ⅰ-２-（１）-②
経営課題を明確にし、具体的な取り
組みを進めている。 c

国からの情報提示はあるが、そこから経営環境や実施する福
祉サービスの内容、組織体制や設備の整備、職員体制、人材
育成、財務状況等の現状を分析し、具体的な課題や問題点を
明らかにして経営課題の解決・改善に向けた取組を進める等
は行なわれていない。

4

Ⅰ-３-（１）-①
中・長期的なビジョンを明確にした
計画が策定されている。 a

５年スパーンの中期目標（運営方針・組織目標）を掲げ、理
念や基本方針の実現に向けた目標を明確にし、具体的な課題
を抽出している。掲げられた課題は、数値目標等により成果
の評価が行なわれ、必要に応じて課題の追加/削除/継続等の
見直しが行なわれている。

5

Ⅰ-３-（１）-②
中・長期計画を踏まえた単年度の計
画が策定されている。 a

中期計画を踏まえた年度の事業計画が作成されており、事業
計画はより具体的な内容となっている。又、数値目標や具体
的な成果等を設定する事により、実施状況の評価を行える内
容となっており、７月・12月・年度末と年に３回ＰＤＣＡの
展開を行っている。

6

Ⅰ-３-（２）-①
事業計画の策定と実施状況の把握や
評価・見直しが組織的に行われ、職
員が理解している。

a
年度の事業計画は、基本的には職員からのボトムアップの課
題提示でまとめられている。内容のＰＤＣＡ展開が７月・12
月・年度末と年に３回行なわれており、評価結果に基づき追
加/削除/継続等の見直しが行なわれている。

7

Ⅰ-３-（２）-②
事業計画は、利用者等に周知され、
理解を促している。 c 事業計画は、利用者や家族等に周知（配布・掲示・説明等）

されていない。

8

Ⅰ-４-（１）-①
福祉サービスの質の向上に向けた取
組が組織的に行われ、機能してい
る。

b

質の向上に関する取組として終了アンケートを行なってお
り、データの収集とまとめが行なわれている。しかしなが
ら、そこから課題の抽出・分析、改善策の検討等が行なわれ
ておらず、何の為にアンケートを行っているのかに疑問が残
る。自己評価は行なわれていない。

9

Ⅰ-４-（１）-②
評価結果にもとづき組織として取組
むべき課題を明確にし、計画的な改
善策を実施している。

c 自己評価が行なわれていない為、課題の共有化や改善策・改
善計画の策定は行なわれていない。

10

Ⅱ-１-（１）-①
管理者は、自らの役割と責任を職員
に対して表明し理解を図っている。 b

職務分掌(業務分掌)に自ら、及び職員の役割と責任を文書化
するとともに、会議や研修において表明し周知が図られてい
る。有事（災害・事故等）における管理者の役割と責任に付
いては、自立支援局全体としての役割・責任に決められてい
るが、不在時の権限委任等は明確にされていない。

評　価　細　目　の　第　三　者　評　価　結　果
（障害者・児サービス分野）

Ⅰ－２－（１）　経営環境の変化等に適切に対応している。

Ⅰ－３　事業計画の策定

Ⅰ－３－（１）　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

Ⅰ－３－（２）　事業計画が適切に策定されている。

Ⅰ－４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

Ⅰ－４－（１）　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

Ⅱ－１　管理者の責任とリーダーシップ

Ⅱ－１－（1）　管理者の責任が明確にされている。

Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

Ⅰ－１　理念・基本方針

Ⅰ－１－（１）　理念、基本方針が確立・周知されている。

Ⅰ－２　経営状況の把握
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11

Ⅱ-１-（１）-②
遵守すべき法令等を正しく理解する
ための取組を行っている。 a

障害者基本法・社会福祉法・障害者総合支援法・障害者虐待
防止法等々が上げられるが、総括的には公務員法に従うとこ
ろが大きい。最近では、虐待防止法の研修に参加する事が増
えている。環境に関しては、支援局として対応が必要な場合
は指示が出される。職員に対しては、ハラスメント等、必要
な内容はｅ-ラーニングが義務付けられている。

12

Ⅱ-１-（2）-①
福祉サービスの質の向上に意欲をも
ちその取組に指導力を発揮してい
る。

b

質の向上に関する取組として終了アンケートを行なってお
り、データの収集とまとめは行なわれているが、評価・分析
には至っておらず、課題の抽出・具体的改善策の検討等は行
なわれていない。職員には就業支援基礎コース等の研修が義
務付けられている。

Ⅱ－１－（2）　管理者のリーダーシップが発揮されている。
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第三者評価結果 コメント
13

Ⅱ-１-（2）-②
経営の改善や業務の実行性を高める
取組に指導力を発揮している。 b

現状の在籍数をもって人員計画としている。職員の働き易い
職場環境作りでは、欠員が出た場合、短時間で非常勤職員の
補充を行なったり、急なシフト変更の要望の調整や日常的な
職員からのヒヤリング等に対応しており、育休の積極取得の
推奨や年休５日以上を組織目標とする等で対応している。就
職率を上げる為の職場開拓等に組織を上げて取組んでいる。

14

Ⅱ-２-（１）-①
必要な福祉人材の確保・定着等に関
する具体的な計画が確立し、取組が
実施されている。

b
現状の在籍数をもって人員計画としている。近年の応募人員
減の傾向を踏まえ、定年退職者の補充は保留とした年度の人
員計画が別途作成されている。専門職や有資格者の配置や確
保・育成計画等に付いては、具体的な計画は持っていない。

15

Ⅱ-２-（１）-② 総合的な人事管理が行われている。 b

「期待する職員像」は中期計画の中で明確にされている。国
としての人事基準も明確に定められ、職員に周知されてい
る。結果に付いては年２回の評価・分析が行なわれ、職員の
専門性や職務遂行能力、職務に関する成果や貢献度等が反映
される様になっている。明確に職員が自ら将来の姿を描く事
が出来る様な体系になっているとは確認できない。

16

Ⅱ-２-（２）-①
職員の就業状況や意向を把握し、働
きやすい職場づくりに取組んでい
る。

b

管理者が責任者となり、労務管理を行なっており、有給休暇
の取得状況や時間外労働のデータが把握されている。職員の
心身の健康管理も行なわれており、特にメンタルヘルス面で
は、ストレスチェックを行い何か問題があれば、管理部内の
総務課相談窓口(産業医)に繋げられる仕組がある。育休の積
極取得の推奨や年休５日以上を組織目標とする事、ノー残業
デーの設置、ゆう活(７・８月限定)のフレックスタイム等、
ワーク・ライフ・バランスに配慮した取組を行っている。総
合的な福利厚生等は実施されていない。

17

Ⅱ-２-（３）-①
職員一人ひとりの育成に向けた取組
を行っている。 a

「期待する職員像」は中期計画の中で明確にされている。目
標管理が行なわれており、職員一人ひとりの目標の設定時に
目標の難度を査定し、設定される。年２回のＰＤＣＡによ
り、適切に進捗状況や達成度の確認が行われている。又、都
度の面談により職員の希望の聴取や管理者側からの期待値の
伝達等が行なわれる。

18

Ⅱ-２-（３）-②
職員の教育・研修に関する基本方針
や計画が策定され、教育・研修が実
施されている。

b
「期待する職員像」は中期計画の中で明確にされている。
又、基本方針や計画の中に、組織が職員に必要とされる専門
技術や専門資格を明示している。教育・研修計画がない為、
計画の見直しやカリキュラムの評価等は行なわれていない。

19

Ⅱ-２-（３）-③
職員一人ひとりの教育・研修の機会
が確保されている。 b

個別の職員の知識、技術水準、専門資格の取得状況等に付い
ては、毎年厚労省のチェックがあり、把握している。外部研
修に関しては、職員に対し朝礼時に案内する他、回覧・メー
ルにても情報提供を適切に行うとともに、参加を勧奨してい
る。職員一人ひとりの教育・研修計画は策定されていない。

20

Ⅱ-２-（４）-①
実習生等の福祉サービスに関わる専
門職の教育・育成について体制を整
備し、積極的な取組をしている。

b

中期計画に実習生を積極的に受入れる旨、明文化している
が、教育・育成に付いてのマニュアル等は整備されていな
い。実習内容に付き専門職種の特性に配慮したプログラムを
用意しており、学校側と、実習内容に付いて連携してプログ
ラムを整備すると共に、実習期間中においても継続的な連携
を維持していく様に努めている。

21

Ⅱ-３-（１）-①
運営の透明性を確保するための情報
公開が行われている。 b

理念、基本方針や中期的なビジョン等に付いては、ホーム
ページに存在意義や役割と併せ、明確にしている。又、地域
に向けては、施設内の職業センターとハローワークとのコラ
ボにより、活動を紹介したイベントを開催している。しかし
ながら、提供する福祉サービスの内容や事業計画・事業報
告・予算/決算情報等は公開されておらず、苦情・相談の体制
や内容に付いても公表していない。

22

Ⅱ-３-（１）-②
公正かつ透明性の高い適正な経営・
運営のための取組が行われている。 b

公務員法始め、国の法令に従い事務、経理、取引等に関する
ルールが明確にされ、職員等に周知している。又、伴い職務
分掌に権限・責任が明確にされている。内部監査や外部監査
は実施されておらず、監査の結果に基づいた経営改善等は実
施されていない。

Ⅱ－２－（２）　職員の就業状況に配慮がなされている。

Ⅱ－２－（３）　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

Ⅱ－２－（４）　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

Ⅱ－３　運営の透明性の確保

Ⅱ－３－（１）　運営の透明性を確保するための取組が行われている。

Ⅱ－４　地域との交流、地域貢献

Ⅱ－２－（1）　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。

Ⅱ－２　福祉人材の確保・育成
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23

Ⅱ-４-（１）-①
利用者と地域との交流を広げるため
の取組を行っている。 b

活用できる地域の情報等に付いては、掲示板の利用等で利用
者に提供している。地域の方とのコミュニケーションの場と
して毎年｢並木祭｣が開催され、市内の障害者施設の参加も得
て盛況な催しとなっている。又、通院の同行や出身地元へ出
向いての指導等ニーズに応じた指導を行なっている。尚、地
域との関わり方については、基本的な考え方を文書化等はし
ていない。

24

Ⅱ-４-（１）-②
ボランティア等の受入れに対する基
本姿勢を明確にし体制を確立してい
る。

c ボランティアの受入れは行なっていない為、マニュアル等は
準備されていない。

Ⅱ－４－（１）　地域との関係が適切に確保されている。
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25

Ⅱ-４-（２）-①
福祉施設・事業所として必要な社会
資源を明確にし、関係機関等との連
携が適切に行われている。

a

職員は担当利用者の状況に応じた関係機関リストを持ってお
り、職員会議等を通じて職員間では情報の共有化が図られて
いる。特に関わりの多い相談支援事業所とは、ケース会議等
に参加して貰い、共通の課題に対して、解決に向けて協働し
て具体的な取組を行っている。利用者のアフターケアに付い
ては、必要があれば利用者の地元を訪問し課題に対応する事
もある。

26

Ⅱ-４-（３）-①
福祉施設・事業所が有する機能を地
域に還元している。 b

敷地内のグランドやテニスコート等、施設の貸出を行なって
いる。又、地域の方とのコミュニケーションの場として毎年｢
並木祭｣が開催され、市内の障害者施設の参加も得て盛況な催
しとなっている。その他、発達障害や障害者への対応に関す
る講習会等に付き、講師等で参加している。災害時の福祉避
難場所に指定されている。

27

Ⅱ-４-（３）-②
地域の福祉ニーズにもとづく公益的
な事業・活動が行われている。 b

入所を希望される利用者は、相談支援事業所を介して訪れる
事が多く、その様な関連から地域の福祉ニーズを把握した
り、発達障害や引きこもり、高次脳機能障害等の障害者への
対応に関する講習会等に付き、講師等で訪れた中からも地域
の福祉ニーズの把握を行なっている。民生委員や児童委員と
の繋がりはない。相談支援事業そのものは行なっていない。

28

Ⅲ-１-（１）-①
利用者を尊重したサービス提供につ
いて共通の理解をもつための取組を
行っている。

b
利用者を尊重した福祉サービスの提供に関しては、国家公務
員法が基本のベースとなっており、職員は実践の中で規程と
して理解している。標準的な実施方法は、実施要領や訓練プ
ログラム等を用いてマニュアルとして利用されている。

29

Ⅲ-１-（１）-②
利用者のプライバシー保護等の権利
擁護に配慮した福祉サービス提供が
行われている。

b

利用者のプライバシー保護に付いては、利用者規律の第５条
生活規律に触れられており、マニュアルとして職員の理解が
図られている。又、虐待防止や権利擁護に関してもそれぞれ
規程が策定されている。職員は利用者のプライバシー保護と
虐待防止に関する知識、社会福祉事業に携わる者としての姿
勢・責務、利用者のプライバシー保護や権利擁護に関する規
程・マニュアル等を理解し研修等も行なっている。設備的な
ハード面のプライバシー対応はされていない。

30

Ⅲ-１-（２）-①
利用希望者に対して福祉サービス選
択に必要な情報を積極的に提供して
いる。

b

利用希望者に向け施設の特性等を紹介した資料をパンフレッ
トとして作成しているが、理念・基本方針の記述はない。こ
の資料は言葉遣いや写真・図・絵の使用等で誰にでもわかる
ような内容になっており、全国の相談支援事業所等に配置さ
れている。施設の見学や一日利用に対応している。資料は変
更があれば適宜見直しがされる。

31

Ⅲ-１-（２）-②
福祉サービスの開始・変更にあたり
利用者等にわかりやすく説明してい
る。

a

サービス開始・変更時のサービスの内容に関する説明は重要
事項説明書と利用者ハンドブックを用いて分り易く説明し、
同意にあたっては契約書の取り交わしにより、利用者の自己
決定を尊重・確認している。入所前に１日利用し体験する事
で内容を了解して貰う様にしている。基本的に働きたいと云
う意思をお持ちの利用者のみなので、意思決定が困難な利用
者は非該当。

32

Ⅲ-１-（２）-③
福祉施設・事業所の変更や家庭への
移行等にあたり福祉サービスの継続
性に配慮した対応を行っている。

a

事業所の変更や家庭への移行等、サービス内容の変更が生じ
た場合は、相談支援事業所も確認してから手続きがされる。
どちらの場合もサービス実施報告書が引継文書として渡され
ている。退所後の相談等に付いては、アフターケアの中で担
当者や窓口を明示して行なわれる。

33

Ⅲ-１-（３）-①
利用者満足の向上を目的とする仕組
みを整備し、取組を行っている。 b

利用者の満足度調査も目的の一環として、終了時のアンケー
ト調査が行なわれている。データの取り纏めが行なわれ分析
もされているが、その結果に基づく具体的な改善策の策定や
実施はされていない。又、利用者懇談会や家族会は設置され
ていない。

Ⅲ－１－（１）　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

Ⅲ－１－（２）　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

Ⅲ－１－（３）　 利用者満足の向上に努めている。

Ⅲ－１－（４）　 利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

Ⅲ－１　利用者本位の福祉サービス

Ⅱ－４－（２）　関係機関との連携が確保されている。

Ⅱ－４－（３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

Ⅲ　適切な福祉サービスの実施



評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

34

Ⅲ-１-（4）-①
苦情解決の仕組みが確立しており、
周知・機能している。 b

苦情解決の体制（苦情解決責任者の設置、苦情受付担当者の
設置、第三者委員の設置）が整備されており、重要事項説明
書にも記載され入所時に説明されているが、所内掲示等はさ
れていない。又、苦情記入カード等は準備されていない。苦
情の記録は保管されており、結果は公表はされていないが、
利用者や家族等に必ずフィードバックされている。

35

Ⅲ-１-（4）-②
利用者が相談や意見を述べやすい環
境を整備し、利用者等に周知してい
る。

b 相談に対応した仕組は策定されていないが、相談に応じるス
ペースは準備されている。

第三者評価結果 コメント
36

Ⅲ-１-（4）-③
利用者からの相談や意見に対して、
組織的かつ迅速に対応している。 b

相談に対応した仕組は策定されていないが、日々の指導の中
ではほぼ個別の指導内容に基づき進められているので、その
中で出された相談の結果は、個別支援計画にフィードバック
され改善が進められる事もある。部門の中に意見箱と用紙は
準備されているが、相談事は殆ど口頭で行なわれているの
で、使用頻度は低い。



評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

第三者評価結果 コメント

37

Ⅲ-１-（5）-①
安心・安全な福祉サービスの提供を
目的とするリスクマネジメント体制
が構築されている。

b

安全管理委員会の発足に向け準備を進めているが、現在の所
はまだ成立していない。リスクに対応したマニュアルが整備
されており、インシデント事例の収集とそれに伴う発生要因
分析・改善策・再発防止策の検討・実施等の取組が行われて
いる。又、職員に対して安全対策の研修が行なわれている。

38

Ⅲ-１-（5）-②
感染症の予防や発生時における利用
者の安全確保のための体制を整備
し、取組を行っている。

a

感染症対策委員会が発足しており、各種感染症に対応したマ
ニュアルも策定されている。自立支援局医務課による研修が
定期的に行われ、職員に周知されている。対応方法に付き変
更が必要な場合等は、適宜マニュアルの改訂が行なわれてい
る。

39

Ⅲ-１-（5）-③
災害時における利用者の安全確保の
ための取組を組織的に行っている。 a

防災対策実施要領に基づき毎月防災訓練が行なわれている。
災害時の対応に付き、事前に被害の状況を想定しどの様に対
応すべきかを検討する事業継続計画(ＢＣＰ)も中期の課題と
して取り上げられ、検討が進められている。安否確認(点呼)
方法が決められ、防災訓練時に実施されているが、マニュア
ルの記載場所の確認に少し時間が掛かる。災害対応備蓄も管
理者を決め進められている。

40

Ⅲ-２-（１）-①
提供する福祉サービスについて標準
的な実施方法が文書化され福祉サー
ビスが提供されている。

b

標準的な実施方法は、権利擁護に関わる姿勢が明示されてい
る実施要領や、訓練プログラム等を用いてマニュアルとして
利用されている。只、職員の標準的実施方法の理解が統一的
ではない為、周知徹底には至っておらず、実施状況を確認す
る仕組も策定されていない。

41

Ⅲ-２-（１）-②
標準的な実施方法について見直しを
する仕組みが確立している。 c 標準的な実施方法に付いて見直しをする仕組みが確立してい

ない。

42

Ⅲ-２-（２）-①
アセスメントにもとづく個別的な福
祉サービス実施計画を適切に策定し
ている。

a

アセスメントは決められた様式に基づき適切に行なわれ、他
部門の関係者も参加しての調整会議にて個別支援計画に繋げ
る協議を実施している。その後、利用者を含めてカンファレ
ンスが行なわれニーズを反映した個別支援計画を策定する為
の支援調整会議(他部門の関係者も参加)が行なわれる。３ヶ
月毎のモニタリングにより実施内容の確認が行なわれ決定会
議に繋がる。支援困難ケースへの対応に付いてはマニュアル
が策定されている。

43

Ⅲ-２-（２）-②
定期的に福祉サービス実施計画の評
価・見直しを行っている。 a

３ヶ月毎のモニタリングにより実施内容の確認が行なわれ、
他部門の関係者も参加した決定会議にて変更があれば訂正さ
れる。モニタリングの中から標準的な実施方法に反映すべき
事項や質の向上に関わる課題等が発生した場合も同様、見直
し・変更が実施される。

44

Ⅲ-２-（３）-①
利用者に関する福祉サービス実施状
況の記録が適切に行われ、職員間で
共有化さている。

a

利用者の健康状況に付いては、医務課による健康チェックが
年２回行なわれ記録されている。又、個別支援計画の内容に
付いては、ケース記録や訓練記録に記載されており、報告の
際に上長の確認を受け、書き方に付いても修正があれば指導
される。情報の分別は、メールの発信時に配慮される。部門
を横断した会議は必要の都度、開催され情報共有されてい
る。ＰＣでの情報共有に付いては、パスワードにて管理され
ている。

45

Ⅲ-２-（３）-②
利用者に関する記録の管理体制が確
立している。 a

公務員法始め、個人情報保護規程や文書管理規程により、記
録の保管、保存、廃棄、情報の提供に関する規定や個人情報
の漏洩等に付き、罰則も含め規定されている。職員に対する
個人情報保護に関する教育に付いては、ｅ-ラーニングの導入
により行なわれている。利用者や家族に対しては、入所時に
個人情報の取扱いに付いて説明し、確認の書面を頂いてい
る。

1

Ａ-１-（１）-①
利用者の自己決定を尊重した個別支
援と取組を行っている。 b

利用者の能力を引き出し、自己決定力を尊重するエンパワメ
ントの理念に基づく個別支援を行っている。利用者一人ひと
りへの配慮として、車椅子の方用の自動ドアのボタン位置の
調整や机の改良等に対応している。

Ａ－１－（１） 自己決定の尊重

Ａ－１－（２） 権利侵害の防止等

Ａ－１ 利用者の尊重と権利擁護

Ⅲ－１－（５）　 安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。

Ⅲ－２　福祉サービスの質の確保

Ⅲ－２－（１）　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

Ⅲ－２－（２）　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。

Ⅲ－２－（３）　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。



評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

2

Ａ-１-（２）-①
利用者の権利侵害の防止等に関する
取組が徹底されている。 b

権利侵害の防止等の為、具体的な内容・事例を収集・提示し
て再発防止策等を検討し、実践する仕組みは策定されていな
い。運営規程に身体拘束に関する規定を定め利用者にも承諾
を得ている。虐待防止に関しては連絡する窓口を設けてお
り、県への届け出手順も決められている。

3

Ａ-２-（１）-①
利用者の自律・自立生活のための支
援を行っている。 d 就労移行支援の為、非該当。

Ａ－２ 生活支援

Ａ－２－（１） 支援の基本



評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

第三者評価結果 コメント
4

Ａ-２-（１）-②
利用者の心身の状況に応じたコミュ
ニケーション手段の確保と必要な支
援を行っている。

a

コミュニケーションできる関係作りの為、手話やＰＣの拡大
機能、デイジー(録音再生器機)、書きポン(直ぐ消せる黒
板)、トーキングエイド(キー入力に合わせ音が出る)等を使用
している。又、発達障害の利用者に対応しては過去の背景を
参考にしたり、筆談によりコミュニケーションを取る場合も
ある。

5

Ａ-２-（１）-③
利用者の意思を尊重する支援として
の相談等を適切に行っている。 a

週の時間割の中に面接・相談の時間を取っている。時間割の
選択・決定に関しては利用者の判断に任せている。支援調整
会議に於いて相談内容に付きサービス管理責任者等と関係職
員による検討と理解・共有を行っている。又、決定会議に於
いて個別支援計画への反映と支援全体の調整等を行ってい
る。

6

Ａ-２-（１）-④
個別支援計画にもとづく日中活動と
利用支援等を行っている。 a

訓練を日中活動とした場合、時間割の多様化等を行ない、選
択肢を広げている。余暇やレクリエーションとして、クラブ
活動や生け花、軽音楽、車椅子バスケ、車椅子ラグビー、
ゴールボール等が提供されている。地域では、航空公園のイ
ベント(例：車椅子マラソン)の参加を支援している。これら
は個別支援計画にも反映され、ＰＤＣＡのチェックの際に見
直しがされる。

7

Ａ-２-（１）-⑤
利用者の障害の状況に応じた適切な
支援を行っている。 a

特に今年度は発達障害に対応して２回の職員研修を行い、専
門知識の習得と支援の向上をはかっている。行動観察を行な
い職員間で支援方法等の検討と理解・共有を行っており、対
応を間違わない様に言動や仕草、入浴有無、家族の着衣の共
有等がないか注視して支援している。利用者間で問題が起
こったら、その調整等を必要に応じて行っている。

8

Ａ-２-（２）-①
個別支援計画にもとづく日常的な生
活支援を行っている。 a

食事は嗜好調査も行なわれており、おかゆや刻み食等、利用
者の心身の状況に応じた食事の提供が行なわれている。入
浴・排泄･移乗支援は非該当。

9

Ａ-２-（３）-①
利用者の快適性と安心・安全に配慮
した生活環境が確保されている。 d 就労移行支援の為、非該当。

10

Ａ-２-（４）-①
利用者の心身の状況に応じた機能訓
練・生活訓練を行っている。 d 就労移行支援の為、非該当。

11

Ａ-２-（５）-①
利用者の健康状態の把握と体調変化
時の迅速な対応等を適切に行ってい
る。

b

医務課による健康相談や健康面での説明の機会を定期的(年２
回)に設けている。又、利用者の障害の状況に合わせた健康の
維持・増進の為、健康教室等を開催している。利用者の体調
変化等に迅速な対応を計る為、直ぐに施設内の医院との連携
を計っている。入浴・排泄は非該当。

12

Ａ-２-（５）-②
医療的な支援が適切な手順と安全管
理体制のもとに提供されている。 d 就労移行支援の為、非該当。

13

Ａ-２-（６）-①
利用者の希望と意向を尊重した社会
参加や学習のための支援を行ってい
る。

a

就労移行支援の目的としての社会復帰を目指し、職場実習や
職場見学等を行ない社会参加に資する情報や学習・体験の機
会を提供している。未終学の方等に対して、利用者や家族の
希望と意向を尊重し学習支援を行っている。学習の意欲を高
める為の支援として、漢字検定の取得にも挑戦している。

14

Ａ-２-（７）-①
利用者の希望と意向を尊重した地域
生活への移行や地域生活のための支
援を行っている。

a

就労移行支援の目的としての社会復帰を目指し、利用者の意
思や希望を尊重して職場実習や職場見学等を行ない社会参加
に資する情報や学習・体験の機会を提供している。施設職員
の名札の作成等、実践的な作業に挑戦する等、意欲を高める
支援や工夫を行っている。地域生活への移行や地域生活の為
の支援に付いては、その地区の就業支援相談センターや就労
支援センターと連携して支援している。

Ａ－２－（８） 家族等との連携・交流と家族支援

Ａ－２－（７） 地域生活への移行と地域生活の支援

Ａ－２－（２） 日常的な生活支援

Ａ－２－（３） 生活環境

Ａ－２－（４） 機能訓練・生活訓練

Ａ－２－（５） 健康管理・医療的な支援

Ａ－２－（６） 社会参加、学習支援



評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

15

Ａ-２-（８）-①
利用者の家族等との連携・交流と家
族支援を行っている。 b

家族等との連携・交流に付いては、家族会や保護者会がない
為、定期的な面談や意見交換の機会は持たれていない。家族
からの相談には対応している。利用者の体調不良や急変時の
家族等への報告・連絡に付いては、事故発生時の対応ルール
により適切に対応している。発達障害の利用者の対応に付い
て、家族への報告・連絡の際はサビ管が対応する事に統一す
ると共に言葉も選び、伝え方に注意している。

16

Ａ-３-（１）-①
子どもの障害の状況や発達過程等に
応じた発達支援を行っている。 d 就労移行支援の為、非該当。

Ａ－３ 発達支援

Ａ－３－（１） 発達支援



評価結果詳細（国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援課）

第三者評価結果 コメント

17

Ａ-４-（１）-①
利用者の働く力や可能性を尊重した
就労支援を行っている。 a

地域の企業、関係機関、家族等との連携・協力の元、利用者
一人ひとりの障害に応じた就労支援を行なっており、見学や
体験する事で理解できる様、工夫している。職場体験で経験
する事で働く為に必要なマナー・知識・技術の習得や能力の
向上を支援している。働く意欲の維持・向上の為、仲間意識
を醸成したり感謝の言葉が得られる様な体験に心掛けてい
る。

18

Ａ-４-（１）-②
利用者に応じて適切な仕事内容等と
なるように取組と配慮を行ってい
る。

a
仕事の内容・工程等の計画は、利用者の意思を尊重し作成す
る様、努めており、選択できる訓練内容も提供している。労
働安全衛生に関する配慮を適切に行い、リスク管理はインシ
デント管理を主に行なっている。工賃関係は非該当。

19

Ａ-４-（１）-③
職場開拓と就職活動の支援、定着支
援等の取組や工夫を行っている。 b

障害者就業・生活支援センターやハローワーク等との連携を
定期的かつ適切に行っており、利用者の就職率50％、定着率
３年で７０％と云う実績を上げている。利用者や地域の障害
者が離職した場合、合計２年の範囲で再受入れも行なってい
る。職場や受注先の開拓に付いては、出来る範囲での対応と
なっている。

Ａ－４ 就労支援

Ａ－４－（１） 就労支援


